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第 22 回中央執行委員会確認／2009.7.16 

 

 

事業組織の再編における労働者保護に関する法律案要綱 

 

 

一 目的 

 この法律は、事業組織の再編が行われる場合における労働契約の承継、労働者の解

雇の制限、労働条件の不利益な変更の制限その他雇用の安定に必要な措置を定めるこ

とにより、労働者の保護を図ることを目的とするものとすること。 

 

二 事業組織の再編の定義 

1 事業組織の再編 

この法律において、「事業組織の再編」とは、事業の移転および業務の移転をいう

ものとすること。 

2 事業の移転 

（ｲ）この法律にいう「事業の移転」とは、「一定の経済的活動を行うために組織化さ

れ、有機的一体として機能する人的および物的資源のまとまり」の全部または一部が、

合併、会社分割、事業の譲渡その他、法律に定める組織再編行為または法律行為によ

り、同一性を維持したまま、直接または間接に、他の事業主に移ることをいうものと

すること。 

（ﾛ）物的資源のみが他の事業主に移る場合であっても、それが当該事業の重要な部

分を構成する場合で、かつ、他の事業主がそれを用いて同一の事業を営む場合は、事

業移転とみなすものとすること｡ 

3 業務の移転 

この法律にいう「業務の移転」とは、事業主が、「一定の経済的活動を行うために

組織化された労務で、有機的一体として機能する人的および物的資源のまとまりには

あたらないもの」の遂行を、法律行為により、他の事業主に委ねること（以下「業務

の外部委託」という。）、委ねる事業主を変更すること（以下「委託先の変更」とい

う。）および他の事業主から自己の下に移すこと（以下「外部委託の解消」という。）

をいうものとすること。 

 

三 事業の移転における労働契約の承継等 

1  労働契約の承継 

事業の移転があった場合、移転元の事業主（以下「移転元事業主」という。）の当

該事業に主として従事する労働者の労働契約は、当該移転の効力が発生する日に、移

転先の事業主（以下「移転先事業主」という。）に承継されるものとすること。 

2 労働者に対する通知 

（ｲ）事業主は、事業の移転を行う場合に、労働者に対して、事業の移転の時期、理由、

当該労働者に及ぼす法的、経済的及び社会的影響並びに当該労働者にとられる措置そ

の他必要な事項を書面により、当該事業の移転を機関決定する日の 31 日前までに、

通知しなければないものとすること。 

（ﾛ）（ｲ）の必要な事項には、a 移転先事業主の名称、所在地、事業内容および雇用

を予定している労働者の数、b 移転先事業主において予定されている従事する業務の



参考資料１ 

 

内容、就業場所その他の就業形態、c 移転先の事業主の負担すべき債務の履行のある

ことおよびその理由が含まれるものとすること。 

3 労働契約の承継に対する異議申立 

労働者が、2による通知が方法および内容において適正になされた後 30 日以内に異

議申立をした場合、当該労働者に係る労働契約は承継されないもとのとすること。 

4 不利益取扱いの禁止 

 移転元事業主は、労働者が 2の異議申立をしたことを理由として当該労働者に対し

て解雇その他不利益な取扱をしてはならないものとすること。 

5 労働条件の不利益変更の制限 

 移転先事業主は、少なくとも移転後 1年間、労働契約が承継された労働者の労働条

件を不利益に変更してはならないものとすること。 

6 移転元事業主の責任 

 事業の移転が行われた後、3 年以内に移転先事業の消滅により 1 の労働契約が解消

された場合であって、その消滅に移転元事業主が直接または間接に関与しているとき

には、移転元事業主はそれまでに発生した労働債務について移転先事業主と連帯して

責任を負う。 

 

四 業務の移転における労働者の保護 

1 業務の外部委託を理由とする解雇の禁止 

事業主は、第三者に業務を委託することまたは委託したことを理由として、当該業

務に従事する労働者を解雇してはならないものとすること。 

2 委託先の変更の場合の委託元事業主の雇用確保措置 

（ｲ）業務の委託先を変更するときは、業務の委託を行う事業主（以下「委託元事業

主」という）は、業務の委託を現在受けている事業主（以下「現委託先事業主」とい

う。）の雇用する当該業務に従事する者（以下「当該業務従事者」という。）のうち、

委託先の変更にともない雇用機会を失う者については、当該労働者の労働契約の承継

を条件に新委託契約を締結しなければなければならないものとすること。 

（ﾛ）業務の委託先を競争入札で変更する場合には、委託元事業主は、当該業務従事者

のうち委託先の変更にともない雇用機会を失う者については、入札に際して、当該業

務従事者の労働契約の承継を条件とすることを明示しなければならないものとする

こと。 

（ﾊ）（ｲ）および（ﾛ）の委託先の変更にともない雇用機会を失う者とは、現委託先の

事業の内容、規模および委託元への依存度並びに当該業務の性格等を勘案し、現委託

先事業主の最善の経営努力をもってしても雇用機会を確保することが困難となる当

該業務従事者をいい、その範囲は委託元事業主が現委託先事業主と協議して定めるも

のとし、協議に際しては、委託元事業主は現委託先事業主に対してその判断の根拠と

する具体的な資料の提供を求めることができるものとすること。 

（ﾆ）（ｲ）から（ﾊ）の手続きを経ることなく委託先を変更したことにより、または（ﾊ）

の委託先の変更にともない雇用機会を失う者の範囲の画定が妥当性を欠いたために、

当該業務従事者が雇用機会を失った場合には、委託元事業主は、当該労働者の雇入れ

その他の雇用確保措置をとらなければならないものとすること。 

3 外部委託の解消における委託元事業主の雇用確保措置 

（ｲ）委託元事業主が外部委託を解消して当該業務を自ら遂行する場合には、当該業

務従事者のうち外部委託の解消にともない雇用機会を失う者については、当該労働
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者の労働契約を承継しなければならないものとすること。 

（ﾛ）（ｲ）の外部委託の解消にともない雇用機会を失う者の範囲の画定手続きについ

ては、2の（ﾊ）および（ﾆ）を準用するものとすること。 

 

五 労働協約の承継等 

1 労働組合への情報提供義務 

事業主は、事業組織の再編を行おうとする場合には、当該事業主の雇用する労働者

または現委託先事業主の雇用する労働者を組織する労働組合に、事業組織の再編が予

定されている時期、理由、労働者に及ぼす法的、経済的及び社会的影響について、当

該再編の内容が変更可能な適切な時期（事業の移転にあっては三 2の労働者に対する

通知に先立つ適切な時期）までに、情報提供しなければならないものとすること。 

2 労働条件その他待遇に関する基準以外の部分の承継 

移転元事業主または現委託先事業主と労働組合との間で締結されている労働協約

に、労働条件その他の労働者の待遇に関する基準以外の部分が定められている場合に

おいて、当該部分の全部又は一部について当該移転元事業主または現委託先事業主と

当該労働組合との間で当該移転先事業主または新たに委託を受ける事業主（以下「新

委託先事業主」という）に承継させる旨の合意があったときは、移転先事業主または

新委託先事業主は、当該事業または業務の移転時に、当該合意に係る部分を承継する

ものとすること。 

3 労働条件その他待遇に関する基準部分の承継 

2 に定めるもののほか、移転元事業主または現委託先事業主と労働組合との間で締

結されている労働協約については、当該労働組合の組合員である労働者と当該移転元

事業主または現委託先事業主との間で締結されている労働契約が移転先事業主また

は新委託先事業主に承継されるときは、当該事業または業務の移転時に、当該移転先

事業主または新委託先事業主と当該労働組合との間で当該労働協約と同一の内容の

労働協約が締結されたものとみなすものとすること。 

 

六 事業組織の再編の際の労働者代表等との協議手続 

1 労働者代表等との協議義務 

(ｲ) 事業主は、事業組織の再編を行おうとする場合には、あらかじめ、その雇用す

る労働者および現委託先事業主が雇用する労働者の過半数で組織する労働組合があ

る場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合にお

いては労働者の過半数を代表する者（以下「労働者代表等」という）と、労働条件そ

の他労働者の保護に関し必要な事項について、誠実に協議しなければならないものと

すること。 

(ﾛ) 移転先または新委託先の事業主は、当該事業組織の再編に関して、移転元また

は委託元および現委託先の労働者代表等が求めた場合には誠実に協議しなければな

らないものとすること。 

2 労働者代表等への情報提供義務 

1(ｲ)の協議に際して、事業主は、事業組織の再編が予定されている時期、理由、労

働者に及ぼす法的、経済的及び社会的影響について、当該再編の内容が変更可能な適

切な時期（事業の移転にあっては三 2の労働者に対する通知に先立つ適切な時期）ま

でに、労働者代表等に情報を提供しなければならないものとすること。 

3 業務の移転に伴い「雇用機会を失う者」の範囲に関する協議義務 
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四 2（ﾊ）および 3(ﾛ)にいう「雇用機会を失う者」の範囲の画定に際しては、委託元

事業主および現委託先事業主は、当該業務従事者の労働者代表等と協議するものとし、

協議を経ない範囲の画定は四 2（ﾆ）にいう妥当性を欠くものとみなされるものとする

こと。 

 

七 倒産時の事業の譲渡 

1 破産、特別清算、民事再生、会社更生等の法的倒産処理の手続の申立もしくは手続

開始後または破産手続開始の原因の事実が生じるおそれが具体的に存在する場合の

事業の譲渡および会社解散決議に基づき清算手続き中の事業の譲渡については、雇用

の確保または事業の迅速な再建に資するために、労働契約の承継の範囲を限定するこ

とができるものとすること 

2 1 の労働契約の承継の範囲の限定は、雇用の確保または事業の迅速な再建に資す

る目的に照らし合理的なものでなければならないこと。また、範囲の限定に際しては、

当該事業における労働者代表等と譲渡事業主および譲受事業主とが協議を行い、合意

するものとすること。 

3 1 の事業の譲渡が法的倒産処理手続で裁判所の許可を必要とするとき、2の協議を

経ない事業の譲渡を許可しないものとすること。ただし、一定期間内に合意できない

ときは、裁判所は、労働者代表等の意見を聴取のうえ許可することができるものとす

ること。 

 

八 グループ企業内の事業の移転 

1 親子会社、姉妹会社等一定の資本関係を有するグループ企業（以下、「グループ企

業」という。）内部での事業の移転については、三の 5の労働条件不利益変更期間は、

3年とするものとすること。 

2  グループ企業内の事業の移転については、三の 6 の移転元事業主の労働債務に

ついての連帯責任期間は5年とすること、また、移転元事業主が消滅している場合は、

グループの中核をなす事業主がその責任を負うものとすること。 

3  グループ企業内における業務の移転にともない「雇用機会を失うもの」が発生

した場合には、グループ企業内で雇用確保をはかるものとすること。 

4 七の 1 の倒産時の事業の譲渡により、労働契約の承継がなされない労働者の雇用

については、グループ企業内で雇用確保をはかるものとすること。 

5 グループ企業における各事業主は、グループ企業の各労働者代表等が必要に応じ

て意見交換ができるよう、時間的場所的便宜をはからなければならないものとするこ

と。 

 

九 事業主の責務 

 事業主は、事業組織の再編を行おうとするときは、その雇用する労働者の理解と協

力を得るとともに、労働者の雇用と労働条件の改善に資するように努めなければなら

ないものとすること。 

 

十 公務への適用 

 この法律は国および地方公共団体が事業主として行う事業組織の再編に適用する

ものとし、関連する所要の規定を整備する。 
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十一 指針等 

1 厚生労働大臣は、三から九までに定める事項に関し、その適切な実施を図るため

に必要な指針を定め、これを公表するものとすること。 

2 厚生労働大臣は、事業組織の再編を行う事業主に対し、雇用の確保その他労働者

の保護のために必要な指導及び助言をすることができるものとすること。 

                  

十二 施行期日 

この法律は、○年○月○日から施行するものとすること。 

 

十三 その他 

 この法律は、「会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律」の改正法とし、関

連する法令の所要の規定を整備すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


